
基本方針 取組項目 具体的取組項目 体系・項目番号 担当課（推進課） 評価結果 該当頁

身近な自治システムの充実と市民参画
の促進

１－（１）－① まちづくり協働課
A 1

オープンガバナンスの推進 １－（１）－② 企画課
A 2

財政課
A 3

行政経営改革室
A 4

総務課
A 5

広報広聴機能の充実 １－（２）－② 秘書広報課
A 6

(3).地域課題の解決を目的とする団体
づくり、またその活動の支援

地域課題解決に繋がる活動の実施団体
に対する効果的な支援

１－（３）－① まちづくり協働課
A 7

地域組織との連携のためのプラット
フォームづくり

１－（４）－① まちづくり協働課
B 8

事業者支援団体との連携強化 １－（４）－② 商工労政課
A 9

コミュニティ・スクール事業の推進 １－（４）－③ 生涯学習課
A 10

オープンガバナンスの推進 １－（４）－④ 企画課
A 2

財政指標の適正管理 ２－（１）－① 財政課
A 11

統一的な基準による財務書類の作成と
有効活用

２－（１）－② 財政課
A 12

収納・債権対策課
B 13

保険年金課
A 14

介護保険課
A 15

幼児課
A 16

住宅課
A 17

使用料・手数料等の見直し ２－（１）－④ 行政経営改革室
B 18

管財契約課
A 19

シティプロモーション
推進課 A 20

管財契約課
B 21

住宅課
A 22

公共施設等総合管理計画・個別施設計
画に基づくマネジメント

２－（１）－⑦ 行政経営改革室
A 23

新たな財源の確保に向けた取組 ２－（1）－⑧ 行政経営改革室
B 24

管財契約課
B 25

行政経営改革室
B 26

指定管理者制度等の活用 ２－（２）－② 行政経営改革室
A 27

病院事業の経営健全化 ２－（２）－③ 総合医療センター総務
課

A 28

水道事業の経営健全化 ２－（２）－④ 上下水道課
B 29

公共下水道事業の経営健全化 ２－（２）－⑤ 上下水道課
A 30

第三セクター等出資団体・外郭団体等
への支援、関与のあり方の見直し

２－（２）－⑥ 行政経営改革室
B 31

(3).担税力の強化・担税者の増加につ
ながる取組み

創業支援に係る事業の支援・展開 ２－（３）－① 商工労政課
A 32

(1).生産性・住民サービスの向上に繋
がるICT技術の利活用・導入

ICT技術の導入・利活用 ３－（１）－① 行政経営改革室
情報政策課

A 33

事務事業評価等の実施による業務の見
直し

３－（２）－① 行政経営改革室
A 34

定型的・庶務業務の民間委託の推進 ３－（２）－② 管財契約課
B 24

(3).社会情勢や市民ニーズに基づいた
事業の統合再編・再構築

事務事業評価等の実施による業務の見
直し

３－（３）－① 行政経営改革室
A 34

総務課
B 35

管財契約課
B 21

住宅課
A 22

行政経営改革室
A 23

データ分析を活かした観光政策の検
討・実施

３－（５）－① 文化観光課
A 36

データ分析・活用できる環境づくり ３－（５）－② 行政経営改革室
B 37

(1).適正な人員配置による効果的な組
織運営

定員管理の適正化、行政組織の見直し ４－（１）－① 総務課
B 35

(2).部署を超えた組織設置等の仕組み
の構築

部局横断的な組織設置の仕組みづくり ４－（２）－① 総務課
B 35

(3).組織風土改革が進む人材育成の推
進

人材育成の推進 ４－（３）－① 総務課
B 38

(4).職員の事務能率・生産性の向上に
つながる柔軟な働き方の推進

働き方改革の推進 ４－（４）－① 総務課
B 39

(5).職員の資質向上とこれからの行政
経営につながる研修の充実・拡大

人材育成の推進 ４－（５）－① 総務課
B 38

総務課
B 40

まちづくり協働課
A 41

行政経営改革実施計画の進捗状況報告

２．誇りに思
え、愛せるま
ちを次世代へ
“持続可能な財
政基盤の確立”

３．変容する
新たな時代へ
創造的挑戦
“未来につなが
る行政経営の推
進”

２－（１）－⑥

定型的・庶務業務の民間委託の推進 ２－（２）－①

公有財産の有効活用と処分、人材の効
果的配置

３－（４）－①

１．市民が主
役、市民が主
体のまちづく
り
“市民との協
働、そして共創
へ”

(1).市民が主役・主体のまちづくりと
なる仕組みの構築

(2).信頼を築く情報発信、広聴機能の
充実

(4).公共と地域が、総力で共に創りあ
げるプラットフォーム

市民に向けた情報公開・見える化の推
進

１－（２）－①

４．職員が輝
く強靭な組織
づくり
“組織マネジメ
ントの強化”

公有財産の有効活用と処分

税等の収納率の向上

４－（６）－①

２－（１）－③

広告事業・ふるさと納税制度の推進 ２－（１）－⑤

職員の地域活動への積極的参加の推進(6).職員が地域と関わっていくための
能力向上と、地域活動への積極的参
加の仕組みづくり

(5).エビデンスに基づく政策立案
（EBPM）の推進

(1).未来を見据えた持続可能な財政運
営を図るための取組

(2).新たな時代に対応した行政評価、
民間活力の活用等による業務改善

(2).住民サービス向上に繋がる公民連
携の推進

(4).人的・物的資源の効果的配置
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